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1．はじめに 地震は，一般に群れを成して発生すると言われており，主に「本震+余震」型，「前震+本震+

余震」型，「群発」型の 3 タイプに分類される．中でも最も多いのが「本震+余震」型であり，この場合，本

震により構造物が損傷を受けた場合その後の大規模な余震で倒壊に至る可能性が考えられる．しかし，一般

に現行の構造物の耐震設計においては，余震の影響までは考慮されていない．そこで本研究では，余震の影

響を考慮した構造物の耐震性能照査用地震動を開発するための基礎的な研究として，余震の影響を考慮した

擬似本震動の作成法について検討した．

2．構造物のモデル化と損傷度指標 1)運動方程式 本研究では，RC 橋脚等の比較的簡単な構造物を対象と

し，これらを図-1 に示すようなせん断型 1 自由度系にモデル化して地震応答解析を行う。非線形な復元力特

性を有する 1 自由度系の運動方程式は一般に式(1)のように表される。
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ここに x ， xおよび x はそれぞれ質点の固定端からの相対変位，相対速度およ

び相対加速度を表している．また， )(xQ および Gx は系の復元力および地動加速

度， kcm ,, はそれぞれ構造物の質量，粘性減衰係数，剛性である．

2)復元力履歴特性 従来から広く非弾性地震応答解析に用いられている Bi-linear

モデル(図-2)を本研究では用いる．図-2 において， maxQ は最大復元力， maxx は

最大変位， yQ は降伏復元力， yx は降伏変位， 0k は初期剛性， 1p は弾塑性剛性比

である．

3)修正 Park らの損傷度指標 本研究では，構造物の損傷を定量的に表すため式

(2)の修正 Park らの損傷度指標 mD 1)を用いる．
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ここに d は最大変位塑性率， h はエネルギー塑性率， u は終局変位塑性率，

 は非負の係数である．

3．対象とする本震と擬似本震動の作成法 1)解析に用いる地震動記録 本研究

では，2004 年新潟県中越地震の本震を解析に用いる．図-3 は本震の時刻歴加速

度波形である．

2)擬似本震動の作成法 本震の位相特性を種々変化させることにより地震動波

形(擬似本震動)を作成した．具体的にはフーリエ変換を用いて地震動の位相変

化を施した．フーリエ変換により， 各々の周波数成分における複素フーリエ級

数 kC を求め，この実部を kA ，虚部を kB とすると，振幅 kR 及び位相 k はそれ

ぞれ式(3)，(4)のように与えられる．
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本研究では，地震動の位相 k を変化させた．

4．擬似本震動による構造物の損傷度 表-1 に，本研究で本震に施した位相変化の種類を示す．ここでは構

造物の特性値として，減衰定数 05.0h ，固有周期 sec0.10 T ，入力強度比 0.7)/( max  yGI QxmR  ，弾塑

性剛性比 0.01 p ，終局塑性率 0.4u で解析を行った．擬似本震動が作用したときの構造物の損傷度を

maD ，元の本震が作用したときの構造物の損傷度を mbD として，式(5)で求めた増減率 P を擬似本震動ごと

に比較したものを図-4 に示す．
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図-4 から，擬似本震動 No.1~3,10 が構造物に作用した場合，損傷度が減少することがわかる．これは耐震

図-1 １自由度系モデル

図-2 Bi-linear モデル

図-3 時刻歴加速度波形
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性能照査用としては適さない．また，擬似本震動

No.4~7 においてはほとんど損傷が得られず，これ

も適さない．擬似本震動 No.8,9 はともに 0＞P で

あるが，値が大小極端であり，ここでは不適と判

断した．一方，擬似本震動 No.11,12 では，適度な

損傷が見られたことから，この位相変化を施した

場合に余震の影響を考慮できる可能性があると判

断した．したがって，この位相変化を以降の解析

に使用する．

5．振幅スペクトル不変の場合の構造物の損傷度

1)擬似連続地震動 実際の「本震+余震」型の地震

動が構造物に作用するときの基本応答特性を把握

するために，本研究では，本震の後に本震をスケ

ーリングした余震を繋げ，連続地震動を作成した．

まず，観測された余震 2）の最大加速度を大きい順

に並べて，その回帰式(6)を求めた．なお，減衰率

は式(6)の中カッコで表される．この減衰率を用い

て，本震をスケーリングした．

  43.1147)509.0/(1 918.0  iAi (6)

ここに iA は i 番目の最大加速度である．なお本研究では，繋げる余

震は 4 つ(i=1~4)とした．

2)解析方法 まず，連続地震動を入力したときに損傷度が 1D となるよ

うな入力強度比 1IR を求める．次に，同じ 1IR 値を有する本震を入力し

たときの損傷度を 2D とすると， 12 DD  となる(ただし， 12 DD  と

なるのは余震による損傷がない場合)．そこで，前出の擬似本震動(表

-1No.11,12)を入力したときの損傷度 D を 1D と比較検討する．なお，

入力した擬似本震動の振幅スペクトルは図-5 に示すように虚部の低

減係数 x の値によらず位相変化前後で不変とした．

3)解析結果 図-6 に， 3.01 D の場合の IR を用いて解析を行い，

450.0,360.0,330.0,315.0,300.0D の各場合の虚部の低減係数 x

と固有周期 0T の関係を示す．図-6 より全ての固有周期に対して，

1DD  となる x が存在することがわかる．また，各固有周期ごとに，

使用できる低減係数の範囲を知ることもできた．

6．おわりに 位相のみ変化させた擬似本震により，余震の影響を反映

した構造物の損傷を近似的に評価し得る可能性を示した．今後，各固

有周期に対する，有効な低減係数の範囲の定量的な評価について検討

する予定である．
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擬似本震動

No.
変更対象 変更内容

1 kB

フーリエスペクトル図において，振幅が大

きい周波数範囲のフーリエ級数のみ使用
2 kA

3 kAkB ,

4 kB

変更対象を 2 倍する
5 kA

6 kB 擬似本震動 No.6 の場合,B0 を 2.0 倍,B1 を 2(1-1/N)

倍,B2 を 2(1-2/N)倍,…,BN-1 を 2(1-(N-1)/N)倍する7 kA

8 kB kB (k=0~4)を，末尾にずらす

9 kB kB (k=0~99)を，末尾にずらす

10 kB kB (k=0~999)を，末尾にずらす

11 kAkB ,
位相変化前後で振幅スペクトルを不変と

した状態で kB （虚部）を 1/10 にする

12 kAkB ,
位相変化前後で振幅スペクトルを不変と

した状態で kB （虚部）を 1/2 にする

表-1 擬似本震動の種類(N は複素フーリエ級数の総数)

図-4 増減率 P の比較

図-5 位相変化の方法
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と固有周期 T0 の関係
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